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人々の経済活動は過去, 現在, そして将来にまたがって行われる。適去の活動の結果を与件とし^̂ 

将来の予想の下に，現在の活動が針画1されるといってもよい。過去, 現在,将来のどの局面を閑却 

しでも有意味な経済理論はなりすこたないであろう。 では，人'々 があたかも1期 (現在）のパースべ 

クチィづし か も た 、ようをぐ想定されている経済キデルをどう評倾すべきで、あろうか。ミクロ経济' • r ， i . . . - . - . ， . ’-， .
学の1期モデルで,は, 家計は所得をすべてま出し, 企業は消費財なV、し流動資本財の生まに専念す

るものとされている。 したがっズ，そとでは貯蓄も投資も行われず, 固定資本財とカ廣券と、っすこ

実際経済で重要な概念が間題されることもない。" 具したととろ, こうした設定はいかにもm

类J ばなれしており,貯蓄と投資の均等関係を分析の中軸に据えるマク経済学の理論モデルとも

ベだたりがりすぎるように思われる《： - ' 、 ’ 〜

# 方, 人々め経済活動が幾千幾万というたがいに用途をIIにすを商品を対象として霄まれそいる

ことも今さら指摘すそまでもないであろう。衣愈住の経资的欲望を充たす消費財にしても，生産に- 
、 . ' .

不可欠な労働用役や資本財にしても，その内容はまさに千差万別である。 ロビンズ（1932).が強調し 

たように, 経済学者が「種々の財の種々の程度の泰少性の結果それちの間に生じてくる評価辑準」

の問題に脳娘をしぽるのはけだし当然のことといえよう。諸財の間の代替や補完の関係をいっさい
■ . ' ' ■ ■

度外祝するようでは， 経资理論はその対象を見失い， 存立の全甚盤を危くすることにな，りかねな 

い。では，ー国の経済にあたかも1|^-の財しか存在しないようにi見なしている理論の存在をと+う考 

えたらよいであろう力、。マクロ経済学の倚単なモデルでは，消費財の多様性は捨象され，しぱしぱ-

本稿の基礎となる研究は理論♦計ft学会I974ザ度大会で報告したものである4 研☆の過程でtffiな助言を寄せられた本想, 

福岡正夫教授，神お伝造，川义邦雞助教授，及び米国パーデュー大学；&■；山嚴教授に御礼中上げるとともに、研究補助を与え. 
られた松永記念卯財a に感謝の意を表したい； ,
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資本財とのぱ別さえ明確にたでられていなぃ。ぃかに [ 当面の分析目的J のために有効であろうと

も, ネうした取扱ぃはあまりに.便宜主義的であり？また個々の商品の需給を間題にするミク-释済

学の分析提点とも水と油のように溶け合わないという印象を否定できなぃ。

このように,ミクロ マクロの経済理をやや素朴な形でとらえるとき，いずれもそれま休とし

て重大な欠略を内蔵してぃるとぃえよう。 しかし，だからといってす:おもにそり有用挫穿輕んじた

り杏定したりするのはナイ^ ヴにすぎる皮)feセ、もろう。というのは, 適当な条# の下ヤ人々の格‘済

活動の分折が分離可能であれば,ミクロ経済学の1 期モデルもマクロf e 済学の 1 財モデルもそれな

りめ妥当性を主張し# るからホある。ま際,伝統的理論の多くりはそジした経ホ分析の分離可

能性を暗黙の前提として容認され，展開されているとぃっでも過言やはなぃ。 ミクロとマクめ区
. f I)

別は，貨幣理論と実物理論の「2 分法J (dichotomy)とならんで，その最たるものである。筒知のよ
， -. ，，： ， . '■

う..に、’ この2,通りの分離可能性はそれぞれ集計間M j (aggregation problem)やパテイ，ンキグ論争を

あぐる諸:t 献で大ぃに取上げられておん経済学の古くてしかも新しぃ問題であるが，不幸に:して

今日まで+ 分に納得のぃく解決を見ていないよう思われる。われわ;I tめ研究め中心課題は,人々

が現在力\ ら将来にわたるバースぺクティヴをもつような「現実J 的なモデルを考え,どめような条

件り下で, また 'どめような意味合で,マクロの経済分析とぃわぱ1 期のミクロ‘ • キデルめ理論が分
■ . ii . . . .

離可能になるかを明らかr することである。換言すれば， ミクロとマクロの経済理論にひと'?の架

橋をこころみることである，それはまた貧敝理論ふ実物迪論の分離可能性の問題を説き明かすこと

にもつながるであろう。 ' . ,
1 篇の論文でこの問題を過不足なく論じ.る..:ことはむずかしい。そこで，ま体を3 つの部分にわけ, ‘

順次雷要理論, 生産理論,そして市場理論の研究にあてることにしたぃ6 まず本稿ではをの第1 步

> して需要理論を取上げるが，ii論めすすめ方はおよを# の通りセもる。次節では，舉傭的考察と

してぜHiの経済主体である家計につぃてその行動仮説を明確にする。所与の初期条件と将来に関す

る予想の下セ，家計はa 在のみならず将来の消費計画をたてるというの力;.そこで，の基本的想定であ.
る。その場合，すべての消費計画を細部にわたって同時に決めてしまう方法と, まず各期の消費支/

出なぃし貯蓄類を定め, その上で個々の費目の決定に進む方法が考えられる。前者 は 「同時的効用

最大化」の方法, 後 者 ほ 「2 段階効用最大化J の方法と呼ばれる。第 3 節の課題は物価水準と庚質

消費の概念を導入し, 後者を厳密に定式化すをこ'とやある。第 4 節では, 寒許の消費計画の,2 つの

方法ギどのような場合に一^致すえかを考察する。ことやの分折は部分的ズトロツ ,ひ957, I 959),ゴ

注U ) このはか, 需耍理論と生産®論，部分均衡输と一̂⑩构海論などの区分ふそのff£爽な事例である。 • ■
( 2 ) クライン(19'16 a , ). メイ（1946), プー(1946)などの先駆的業後に明確に示されて、、るように，银計問題の核心は 

' づ★ Vi的諾変数の問り閲数閲係をミクロ的諸变数のHljのそれによって賊礎づけ,両者の分析の関連と分纖可能性を明ら 
かにする.ことで'もる。またパチイ‘' キン（!965) .か i じめ多くの論者1ど'よって取上げられた「価形成過程_( (pficing 

■ pW>cess)め2分法の問鹿はいうまでもなく相対toi格と貨iiffilli格CDみ析の分離可能性に力、かわるものでもる。板岸(1^2),
. 第1章に•简潔な文1；狭展望がある。 ' ’ ；：
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「三 田 学 会 雑 誌 j 68卷 4号 （1975お 4月）‘ 、

. -マ ン (l95Aa, b ) な ど に よ る 「効 用 の 樹 丄 (utilitĵ tree)の 譲 論 と 同 様 , 消 費 計 画 へ の 段 階 的 接 を に

埋論的根拠を与えるものである。また，その際に家計の認識する物価水準が充たすべき譜性質を究 

明することによって物価指数論への新しV、视角を切りひらくものでもある。 しかし，その主眼はあ 

くまでも以後の分析への準備工作である。第 6 節では, 家計の消費針画の2 らの方法が一致するも 

のと見なした上で，いよいよ需要理論の2 分法の検討に入り， ミクロの分とマクロのそれとの分 

離可能性を明示U , 前者と0 関連でマーシャル的需要曲線にひとつの再解釈を与える。ここではじ 

めて本研究のミクロと■̂クロの弁別墓準と両者の分析内容を詳細に;論じる機会をもつであろう。最 

後に第6 熊では, 実際に家計行動0 マクロ的採軟静学を展開し, 所得，利子率,さらには家計の初 

資産などの変化が貯蓄に及ぱす効果を理論的に研究するし， - .

家 計 行 動 の 基 本 仮 説

一国の閉網経済を想定しよう。をとでは，多数の家計が価格受容者として,諸市場で成立する消 

'数財や僮券などの価格や利子率を所与として行動している。各家t十は2 つめ等しい長さの期間（た 

とえば1 年）について消費計画をたてる。この2 つの期問ぱそれぞれ合期お,£ び来期（あるいほ現在 

よび将来）と呼ぱれる。' もちろん, 現実の家計はそれよりも多数の期間を考慮してその行動を決め-て 

いると考えチべきかもしれない。ここで2 期間のI e野を想定するのは主して説明の使宣のための 

tM構であって，は下の分析を家計が多数の期間にわた:^バ'-スぺクティヴをもつ場合に拡張すると 

とは容.易である。.
さて，家計が需要の対象とするのは今期および来期を通じて極類の消費財とただ1 種類の債券 

.およびお幣である。’たた‘し,.先物市場はなく.，今期供給可能な消費財および債券についてだけ市場

力';成 立 す る も の と す る 。 こ の 但 し 書 に は 確 カ サ こ や や 無 理 が あ る け れ ど も , す べ て の 商 品 に っ v‘、て 現

, (3)
物 お よ び 先 物 の 両 市 場 が 存 在 す る と い う 仮 定 よ り は 罪 が 軽 い で あ ろ う 。 n 種 類 の 消 費 財 の な か に け

家言十が自ら供給する余暇のような財も含まれていることに注意しよう。このような財に対する需要 

は.しぱしぱr留保需要」.(reserved demand)'と呼ばれている。 1 種類り債券しか考★.ないめは現実の 

はなはだレい単純化ではあ；?)が，債券が文字通り単一ウ主体（ある特定の企業と力、政府）によって発行 

されることを要求するものではなく , 発行者の興同が家計にとってはまったく無善別であるという 

ふうに解釈できる。最後に，貨幣へ(P.需要はいわゆる「流勘性選好J (liquiditシpreference)にょフて­

が I； 券との問の資産選択の結果生じるものである。 .

注（3 ) . . .たとえぱデプリュー.ひ959) の-*般均衡.モテ’ノレ.では, . .现在供給される財だけでなく将来の財についてもひとしく市場が. 
成立するものとしている。アロ々；=ハーン(1971)はこうした先物市場の仮足の非現樊挫を認め， 物T(J場だけを前提と 

したし .時的均衡J (temporoび egumbi'ium)の存在を論じている。

28(330)
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こうしたさまざまなものに対する家計め需要は，当然資金の裏付を必要とする。この点について 

は次めように考えよう。今期の期言に，家計は過去から弓I継いだ一*定の債券ないし貨離のストック 

を保有している。これを初期資まとして一括することにしよ《う。初期資産のほかに♦家 f l•ほ現在お 

よび将来の貨幣所得をあてにすることができる。貨幣所得は，通常の私有制経済の下では勞働や士
1(5} ‘ . .

地:などを供給することをこ得られるr賦存所得丄(endowment income), 企業利潤からのf f i当所得, . さら.
には債券保有K：：ともなう利子所得などからなるものである。，合理的な消費計画においては,今湖の

消費財, 債券および貨敷の総需要額は今期の貨幣所得:> ラス初期寒産額に等し < , 来期の消費財の

総需要額は来期の貨幣所得プラス期首資産摘に等しぐなければならない。 （仮定によって, 当面の‘と

ころ家計は宵来期の消費のことまで顧慮しないので，来期の廣券や貨幣へめ需要はないものと‘者免.る。)

ここで, ある代表的な家計に注目し上述の趣旨に沿いながら，その行動を」層詳細か'^厳密に

定式化，してみよう。まず, この家計の今期および来勘の第ぶ財の需要量をそれぞt t  A および A
(t  =  l ,  . * . ,w )と書くことにしよう。（以下，チィルK くし〉ばいつでも来期の諸量を表わすために用いられ

:，，（6.).
る。) これらは、、ずれも非M の実数値をとる力あろう。さらVt, D rおよびA と第イ.元素とするま  

元非鱼ベクトルをそれぞれ力および力で表わそう。このとき,'この家計の欲望足の水準は,効 

用II教 , . ' •

(れ — ゆ , ル  .
によってぎわされる。これはの次元非負空間を定義域とする実数値関数であって, 家計0 物質的潇

足が現在および将来の消費に依存すネことを示している。今後め分析のために，ごの効用関数につ - / 7)
いて 2 回連続微分可能性，偏微係数（限界効用）め非鱼性；ならびに狭義の擬&0性を仮定しよう。 •

* '. • ...
今期の市場では, ^ ^ 種類の消費財と1 種類の債券の価格が与;t られている0 'それら'はいずれも貨 

幣の単位でまわした価である。’ この家計はギの価格を所与€ て受け入れるほか,'来期の市場で 

成立する諸価格についても一定の予想をも' ^ もめとする。そこで, 今期の第財および後券の貨辩 

価 格 を そ れ ぞ れ お よ び ろ と 書 も 来 期 の そ れ ら の 予 想 価 格 を あ • およがみと書，く

ことにしよう。また，p i および% を第 i 元素とする次元非負ベクトルをそれぞれ？), V で表わそ
. ' ， ， . ，.’..、 _ , . . . .

う6 そうす？) と, 今期および来期の消!^財の総需要額はそれぞれ?)のおよび碑と書くことができ

注（4 ) 正まにぽ初期の条i 资jS-というべきであろう. ただしf 以下では簡傘のために家計は土地，?ii物’. 貴-金属など実物資 

まの売買を行わないものと考えるので誤解の生じる金地れないと思う。
( 5 ) つまり賃金や地代に;よる収入のことで',杂暇や土地の留保需要にともなうr帰属所得J {imputed income) を含むも 

のである。ま評りそれ自身への支狂、と受収は相互に相殺し貨敏を要しないから，賃金や地代による実際の貨幣収入は賦 

存所得よりも留保需要分だけ少なくなる。また,土地などの実物資産の売却による賀僻の渡得とは似て非なる概念やあ
,る‘ .- ■ * ' -. ‘ ，’ ’.

( 6 ) しぱしぱ家謝こよる財の供給を負の消数需要とみなすことがもるが，とこではクCの考えはとらない。たと先ぼ*，労働 

の供給は余暇の闕存量からその需腐軟差引いた残金として理解する。したがって,す次?：の財の需変量は非：̂̂である,
(7) |5|集合zrを定義域とする数/あ者えよう。集合のに所属し’，/(めニ/(»")をずビたすようなすべての相異なる

'につ、、て /*(0a/+ (1一めa/')>/(flJ力 0く0く1 とV、う関係がなりオこつとき, f は狭義の擬旧性をすと、、う,
: ■ . ' : ，， -  ̂，
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「三田学会雑誌J 68巻 4 号 (1975年4月）

る。次に, 家計の予算制約を明記するために，今期の期首の貸幣および廣券わストダ‘クをそれぞれ.. 
M およびQ でまわし，今期および来期の貨幣所得をそれぞれZ および玄力示すことIこしよう。来 

期の貧離所得玄はももろん譜財や債券の価格予想にもとづくも、のであって，とくに今期の期末の 

债券ズ .レックから生じる利子収入を合んでいることに注意しなけれぱす£ ら.ない。、

債# の売買コス，トがゼロであるものとすれば, 代表的家許が今期使用し得るi 已資あ館は明らか 

に今期の貨幣所得プラス初期資k 額 (ル，!.ろQ + A O である。この額から今期の消費財の需要額 })の. 
をM 引いたものが今期食付可能な資金額である。とれを「貨付資金」tloanable funめと呼んでF で 

まわせば . . . ‘ ....，，.... ■
( 2 )  F —Z + b.Q-\-M —pD = ^ Z + W —p D  

.と書くことができる。ただし, Wは初期資産額である。貧付資全額の負ウ値をとるような場合,家 

計はきら債券を発行してそれだけの額を{昔入れているわけ:e ある。 しかし,とこでほ館単のたあに 

そのような場合を排除b て，代表的家計の.貸付資金額はいつも非魚の傅をとるも仮库 .し よ う , 
灰して , 家評はこの貧付資金のある害!!合びを債券の購入にあて, その残余を貨幣スト. タクべ<0章要 

とするものと考えよう。今期の債券および貨幣の需要量をそれぞれh およびF :と書くことにより, 
と の 仮 定 は __ ，

, ( 3 )  61^ニぴ2?̂  ;
(4) L = ( 1 - « ) F  . :

，のように表わされる。ただし，<)；は 0 と1 の間の^ 1 (0ざ《̂ 1 ) であるものとする。

代表的家計の今期の予算制約条件は，（2) を移項して

( 5 )  pZ?+_P ニ么+6Q +_M ,=Z+W ^
• と書かれようみこれは，今期の消費財，後券および貨幣の総需要額力潮期資廣額プラス♦期の貨幣, 
预得に一致することを示している。商者が等しくなるめは，この家許が欲望飽和の状態に達しずい 

ないという暗黙め想定によるものである/ これに対して，来期のギ算制約条件厂

( 0 ) ざJ9ニタ+ S y + Z v二 え , 
，のようになる。ただじ， は来期の期首資産額である。つまり, 来期の消費財め総需要額ほ5̂ 期の 

貴幣所得プラス湖首資産額に等しいというとi である。

すでに▲ペナこように，各期の貨幣所得は賦# •所得，利潤所得および利子所得からなる。とれらの 

うち前2 者を一括して r非利子所得J と呼び, 今期および来期の非利子所得をそれ'ぞ 玄 ' と:
. . . . , ,  ■ .，■ ...： て. . ■

書くことにしよう。債券と貨幣という2,づ)め☆融資産の基本的な相違は,前者の保有が利子所得を 

生むのに，後者の保有はそれを生まないという点にある。冷期から来期にかけて1 単位の債券を保 

# ネれぱ, , 来期になゥて刹-了- a がよムわれ，今期の;！首に 1 単位© 廣韋と探：有する者には,今期め

うちに過去り樊約により定められた利子《が̂支払われるものとしよう<> ,この'とき, われわれの代!！，，■ . ，. ，. ... ‘ :.
' —------30 \,J32) — , V

教驗 r如 嫩 絶 ■細 i M ■ 辨 纖 糖 ^



、，' '̂ ' • . . .  - ■' ■• ■. ■ .. ‘ ： . •- I

ミクロとマクロの経済理 論 I 、
, ，. '

的家許は，今期ぉよび来期にそれぞれcQ, ( i F という利子所得を得るであろう。‘ したがって,
の貨幣所得の内訳は

( 7 ) ダニZ ' +  c 0  ；
, ( 8 )  Z = -Z ^ + a V  • •
によって示きれることになる。ここで，（3》, 《4), (8) を用いると，来期の予算制約条件(6》を マ

■ ' \ _

、， ( 9 ) が}ニ f  +  i l ' \ -a r ) lP  ■ ■.

のように書き直すことができる。ただし，‘ :

(10)

である。新しく導入されナこ記号デはいうまでもなく r実質利子率丄を表わすものと考えられる。.そ

れは，名目利子率ろ/ " と今期から来期にかけてめ債券価格の予想上昇率0  — b ) / b の和だからであ
-.‘ ■ . . ： ‘. , - . ,  :. • ：

る ' . ‘. - . . .
,,.." • . - .  . :. ：. . : ‘ ノ ..

さて, ( 3), (4)によって明確にした通り，びは貧付資金のうち債券の購入にあてられる劃合である。 

ここ'で，この割合が実質利子率ゲのみの関数でるものと仮定し， '

(11) a - a ( r )  , ,
と書くことにしよう。この仮定ほ，懷券と貨幣需要額がいずれ .も実質利子率ゲと貸付資金/^^のみ 

の関数で， しかもF に.関して1 次同次である.象合に充たされよう。流動性選好説の立場によれば, 
所与の貸付資をの下で実質禾IJ子率が下落すると，' 貨幣ストックに対する需要は減少し,したがって 

僮券の需要額は増关する。とりわけ，実質禾y子率がゼロまで下がった場合,家計の債券養要は消減 

し，すべての金融資まが貴幣のかたちで保有されることにろう。これは,資産の辕有形態として 

債券よりも貨幣の方が元本保全性が高いと考えられるためであを。われわれもこの立場を採用し. 
債券購入割舍《は美質利子率ゲの単調増加関敦であるものとし，

(12) ； び(0)=0
ニ‘ . (8) ' . .

タ仮定しよう。‘ただし，01*• は関数《の微係数である。 ：. ■ レ

さて，現在の消費財と債券の価格が市場で与えられ,将来のそれが予想を通じて決まるものとし
/  ■ • ， ， I ，. . . . ' t ■ , ■ , ,

よう。また，，今期から来期にかけズの債券利子が家i十にとって所与であると彼定すれば(10〉， (11)
.... ，. I .. ■, - • ' ■ ■

から実質利子率, ひいては債券の購入割合が定まる。筒単のたあに，今期の貨辩所得がすでにわか 

っており，来期の非利子所得も確定的r 予想されるものとしよう。こうしたことを前提として，わ 

れわれの代表的家計は，予算制約条件(5) , ゆ)の下セ自らの効用関数Wを最大にするよ，うに消費計0

注（8 ) ここtHも将来の予想の不確突性を明ホ的に考撤して資ま選択の理論をW 構成する余裕はないふし力、し,この彼矩は 

’ たどえぱト 一1̂ ノ(195めによって考ざI されナこryスタ,ベの対としての流動性選好j の仮説と符合している。こうした 

理論的設定はももろん消費計画り分析i資産選択の分析の分離可能性を暗黙の前提とするもので 'ある。ごの点について 

はむすびでまた敷衍する。' '

— .3 1 (5 5 3 )  ~  ，
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をたてるものときえる。耐久財が存在しないという単純化の下で，効用最大化の条件は

(13) U{=Xpi ( i = l ,  W) ；

(14) ニや,.（义ニ 1 , ;
(15) X— (H -a r)A

{ 9 ) ■

のように表わされる6 ただしんメはラグランジの未定乗数であり，4 ,  ■?なはそれぞれ効用関数1<̂  
の ひ ，A に関する偏微係数セある。 仮定によって，V，f ,  r , a , Z , Z \  T F などの变数はすべて外 

生.的に与えられている。したがって，.(5) ,  (9) , ( I 3) 〜ひ5) の （2" +  3) 個の方舞式により，，それと 

同数の未知数A ,  A ,  ん] 力';決定されるわけである。なかでも， 貸付資金が定まると，そ 

れに応じて家計の今期の貯蓄が決まることに注意しよう。貯蓄は貨幣所得のうも消費されない部分 

と定義されるのがつねである。したがって，今期の貯蓄をぶと書くことにす;a ぱ，’{5》より

(16) S  ニ Z - p D = F  -  W  ' ,
とゾ、う関係が成立する。初期資産は外生変数だから，貸付資金の決定は貯蓄額 *S の決定を意味 

するのでもる。 .
■ .. . . [ _ ：_ ' . . -  ̂ . ■ ,

3 2 段階効用最大化の方if , '
.，，-'- ! . ，レ-‘ ‘

これまで論じてきた代表的家計の行動は，フィシャー流の2 期間分析とケインズ流の流動性選好 

説の要素を除けに古典的ともいうべき効用最大化の仮説を再述したものにすぎない。この仮説は 

たしかにわれわれの出発点ではあるが決して終着駅ではない。本節では，実際の家計が基本的に前 

節で規定したような問題状況におかれながら,その愈決のたやに2 段階の捧近方法をとる可能性を 

取上げることにしよう。やがて明らかになるようK , この可能性を掘下げることが需妻理i の 2 分 

法への途に通じていくのでもる。- ，’
消費計画の設定にをたり，家計がとると考えちれる2 段階の接近方法とはおよそ次のようなもの 

である。ま’ず第 1 段階において, 家計は各期の消費財需要額，- t H 、ては今期の貸付養金額ないし貯 

蓄額を決定する。この決定に際して重要な参照事項となるのは, おそらく個々の価格でほな。< , 家 

EI，が印象的にとらえた消費財<0物価水準と実質利子率であろう„ こうして各期の総需要顏が決まっ 

ためちに，家計は第2 段隙の課題としてをの内訳，すなわち個々の消費財の需爽量の決定へと進む 

のである。通常め需要理論が示すように，この決定は各期の個別施格©あり方に依存するものと考 

えられる。予算問題に対する家許のこうしたアプロ一チは，すべての計画を*^度に決定b .てしまう 

前節の「同時的効用最大化J .. (simultaneous utility maximization)や方法とは般 {■こ異な，る緒果を:もた

法（9) V、わゆる2階の条件は効Jfl関数の狭義の擬U!]性によゥて充たされるであちう。

(10)たとえぱケインズ(1め6),第6摩参照.
/•
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.ミクロとマ夕 .ロ，の経済 ..M .論 I , ■
らすt?、あろう。後者と区別するた.めに，とれを r 2 段階効用最大化J (two-stage utility mftximization)

(11) "
の方法と呼ぶことにレよう。以下では，代表的家計に'0 いて，この2 段階効用最大化の方法を一層

明確に定式化し，同時的効用最大化の方法と比較する足がかりを作る。 ：

そのための準備として,ここで代表的家計の効用関数について重要な仮定を導入しなけれぱなら

ない。それは, 今期（来期) 需要される消費財のどの'2 つをとっても，それらめ間の限界代替率は禾

期 （今期) のすベての財の需要量から独立であるという趣旨のもりである。数学的には,この仮定は

. ■ \  . ，.. '.， . .  
( 1 7 ) ス、ご仏"が= 0  U , j ,  k = h  •■•, n) ;.

(1め

dK -u M

d(U{(uj) 0 a ,  3t k ニl> ...，ホ

めょぅに表ゎすことができる◊この経済的意味を理解するには, ゎれゎ^ ^ ^
の例を考えてみるのがよい。ナことえぱ，ある日の*コーヒーの限界効用はその摂取量とともに変化す 

るし，多分その日に飲む紅茶, 緑茶など代替物の量によってもすくなからぬ影響を受けるであろう、

したが>：j て，ある日のコーヒーと他の任意の消費財，たとえぱビプチキとの間の限界代替库がそ(D
. • • * •

日のコーt 一 ， 紅茶なi f の喫飲量から独立であるとは思われない6 これに対して，ある日のコーじ

一の限界効用が翌日飲むコ一ヒ一,、杠茶，緑茶などの量と無関係であると考えるととはそれはと4不
自然ではない。今日の渴，きを翌日の水によって癒すことはできないし，明日の渴きが今日の渴きを

つのらせるとも思えないからである。そのように考えられるがぎり，ひ7)の仮定は妥当なものとい

えよう。それでは, ' .ある日飲むコーヒー，紅茶, 緑茶な’ど量は翌日のコーヒーの限界効用に影響

するであろう力、。この場合にほ，飲み控え，飲みだめ，飲み過ぎといったS 葉が示すように,，そう

した影響とまったく杏定しさることは困難かもしれない。しかし，ここでは簡単のためにそれがネ

グリ';^プル力あるもめとしよう。そうすると，ひ8) の仮定.もまた成立することになる。

代表的家計の効用関数# が (1 ? ), ( 1 8 )の仮定を充たす場合,今期の消費と来期の消費は相互に

「分離可能J (separable)であるといわれる。. この意味での分離 ' 能性の概念は早くから園（1943,
(12) . ' .

1 9 6 1 ) ,レオンチュフ Q 9 4 7 a ,り）などによって導入されたものである。（17), ( 1 8 )の仮定の下で，

効用関数かは次のような性質をもつことが知られている0- , ■ ■ ■
観察 a 今期および来期についてそれぞれ3 っのたがいに異なる消費財需要べクルトD \ &  , わ"  

およびか , か , かノを-きえよう。このとき, （りw ( i y ,か ）ニ《(が '，か ）なちば，住意のガについ

注(11〉 ストロッひ957)およびゴマン(19S9 a )は食品，衣料，娘楽等の消費財のサプ‘グループ別の支W をまず決定し次 

いカサプ.グルーデ内の個別商品の需要量を決みるとV、う消費許■へのま!階的接近を考察している。彼らが、取_bげた状 

況は本橋の設定とは爽なっているが, 彼我の問に分析方法の本質的な筆異はない。また, ムースひ966)は，市場でA 手 

困難な諸財をインプジトとして家計内で新レい諸財がr生産丄されるものとして，まったく別植の。段階.効用最大イ匕の 

可能性を探ゥている。このよう■，家計行動の段階化は理論的にもヌI]段新規な着想ではない。 . '

(12)ゴー/.レドャンニ宇沢、’(1964)は, この齋念、め譜相を分析的に整Siし，そめイムプリケーションを論証しでいる。また， 
ギr リ ーニ森嶋(1973)には済分析へのぼ用についての詳しいす献展望がある/  ，

,-、 . ， 、 <■，I , . 、 ， ....
•~ '— 33 \335) .~ ■—
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ズ 《(が , ガ) ニ《0 ) " ,ガ) が成立する。まナこ，（ii)tK iA 、か）ニ?{(、の。，か ' ) ならば，任意ののに <>い 

て奴 (の, か）二《(の, か '）が成立する。

観察!） 効用関数がは -
(19) u (D , D ) —v (4>(D), f  (D ))

めように言き表わすことができる。ここで，のは2 つの変数 ル およびf の 開 数 で あ り , は  

XK / ) )だけの関数である。

2 つ、の観察は効用関数^^の同じ性質をそれぞれ別の輯点から述べたものであって，幾何学的には 

名' f jのtil費財の間に無差別曲面群が成立し，他期の消費の変化によって影響を受けないということ 

を意味- しでいる。（1 9 )がなりたつ場合，効用関数^^よ今期および来期の消費に関して分離可能(fc  
るいは填に分離可能) であるといわれる。したがって，4 •期あ消費と来期の消費が分離巧'能であれば, 
効jUM数も分離可能でなければならない。この性質は園（I943, 1961) によってはじめて明らかにさ

(13)

れたが，読者の便宜のために，ここでもその証明のアウトラインを.記レておこう。

まず観察a から取上げよう。 (17)の仮定によって

U，ik Uik
Ui tlz

n̂k
■/3k (んニ 1 ,…，n)

という旧係が導かれる。た だ し ^^)^ょ1̂ ^の仇に関する偏微係数である。これよ
一 ， . ‘ ，.

, ■ -  . . ， . . ， ■

( J 2 t i t d P d ,ニ ! } u d d D i = U i d D i ) かニ  1 , . : , ")
dDb  レ1 *""1 r

を得る。したが力て, 2i^iC^A=oであれば

び){) ニ0 (̂ ―1....,")

となることがわかる。これは観察a { i )の主張を裏付けるものである。観察 a{U)も同様にし：̂誕明さ 

れる。次に観察b であるが, 消費.需要ベクトルZT, かを定めて  

u iD , m  = H D )  \
u ( D \  &) ニH G y  .

と定義しよう.。ここで，H D ')ニ , H £ n ニU D り' ) とすれば，観察 a よ り ’ ., . . '• ' ■ •
u Q y ,  D ，) ニU(JD", G け）

が道かれる。それゆえ,.^ ^および^^の値が与えられると，ルの値が- - 義的}^定まるととがわかる0

よって観察b が成立する。 . .
■■

さて，仮定 (17 ), (1 8 )の下で、効用関数が分離可能となり，：（1 9 )のように書けるものとしよう。

り9 )の;/?辺の V は お よ び の 関 数 力 あ っ て ,，0 (め は の (功 ：だけ0 関数でi b ることをふたたび注 

意しよう& この点を経済的に解釈すると， およびタはそれぞれ今期および来期の r奏資消費丄

法( 1 3 ) ゴルドマ’ンニ宇沢(1964)i"こ一潜- ; # 的なヶ- ス に 、ての別$Hがある，

一~ ■ 34(55め — —



ミ ク F>と マ ク ロ の 経 済 理 論 I

•(real consumption)を表わしているといえよう。関数 i>が狭義の擬旧他を充たすものとしV ,いよい 

よ2 段階効用最大化り方法を定式化してみることにしよう。前節と同じように，われわれの代表的 

家計は，現在および特来の消費財や債券の师格，僮券利キ，今期の貨幣所得,来期の非利子所得な 

どを所与として行励するものとする。消費計画め第1 段階において,家計は現在および将来の消費 

財価格 ? ) ,をを現在および将来の物価水準TT,斤に翻訳しぞ認識し，効用開数<yを •
(20) r z ii-h F ^ ^  +  W  ；

(21) 斤を ニ / /  -I-(1 +OT) F
という制約の下で最大にするように支質消費< Kをお よ び 貸 付 資 め f i を選択するものとする。 

，いうまでもなべ，it(f)ないしがはこの段階でマクロ的にとらえられた各期の総消費額である。こ 

の場合の最大化め条件は

(22) "I ニ dK ,
(23) Vz—dfc ..'..，

(24) 5 ~ ( H - « r ) ^  *
のよう書けよう。ただし，も‘ふはラダラン:ジ乗数, . 仏,' I f ,はそれぞれ効用関数" のも.ダに開す 

る偏微係数である。?r ,あ r, a, Z , W などの諸変数が与えられると* (2 0 )〜 ( 2 4 )の 5 ゥの方糖 

:式はメ，も F ,ポ の 5 つの未知数を決定する。 ：

消費計画の第2 段隋において，家計は第1 段階で決まっている貧付資金を所与と見なして行動 

するものとしよう。この場合，家計は今期および来期の実質消費関数も を をそれぞれ(5}, (9)の予 

'算制約め下で最大にするように各期の支出内容を決めるセろぅ 。 こがって,最ネ化の条件は

(25) (J>i— fi'Pi ( i = l ,  ‘. ‘, "） '
(26) 4 i - f iV i  ( ^ ― 1 , ‘，‘，n) , - . - • .

となる。ナこだし,'‘；a, / A はラグランジ乘数， はそれぞれ実質消費関数も'成 の D " ガぃに関 

する偏微係数である。v?V多，r, «, Z, Z^y W を所与とすれば, ( 5), (25) ((9), (26))の （《+ 1 )個  

，の方程式により，それと同数の未知数Du IX {Du fi)が決定されることになる。

家計がこのように行動するとき， 2'^め段階を通じて>,/?*', A の値が定まり，一*応その消費計• ，
画は定まる。しかし, タこにひとつの問題が残る。それは, 第 1 段階で決められた各期め実質消費 

4 ないレを の値が第2 段階で達成されるそれぞれの最大値と一致する保証がないからである。両者 

.の間に離織が生じるとき , 2 段階効用最大化の方法はh 部に矛盾をはらみ,斉合性を欠くことになる。 

そうした盘違いが出てくるとすれば, その原因は当初に所与として想定した各期の物価水準7Tない 

し斤にあると考えも れ る 。 もともと，これらの物価水準は,家針が各期の消費財価格を基礎として

法( 1 4 ) つまり, 今期と米期の間の限界代替傘が通厥するということで、ある。‘との仮定は,雨期の実質消費の限界劲用が適減 

, し ’ノ《レート意味でたがいに代巷的でなけれぱ充たされる，
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4 最適消費計画と適正物価水準
- ■ 、 '

前節で明確にした2 段階用最大化の方法は ,’ どのように通常の同時的効用最大イ匕のそれとかか‘ 
わり合い，またどのような場合にこめ两者は同一の消費計画を生み出すであろう力V 後者による消い 

費託圆が家計にとっ- t h t適であることは明.らかだから, 前者が後者と異なる結果をもたらすとすれ- 
ぱ, 2 段陪効用最大化の方法は鍵跌を来たすことになる。もし商者の不一致が;不可避であって> そ 

の違いをチ:Cックする途がないのであれば，日常広沉に見られる消費評画への段階的接近という憤 

行は合理的根拠を失V、， 目の子勘定としてもまらたくあてにならないと結論せざるを得なV、であろ- 
う。 しかし幸いなことにコモン ‘ セシスはここ‘でもまた人を裏切らない。，本節では,先に定義し 

た意味の斉合的な.2 段階効用最大化の方法が, 実は- - 定の条件の下で最適他を充たし得ることを明: 
らかにするとともに，密接に関連する適正物価水準の諸性質を研究するb ,

2 段階効用最大化の方法を数学的に定式イヒするにあたり，われわれは代表的家計の効用関数が分-. . ，■-.，.
離可能でもり，（19)のようビ書けることを前提とU たが，この点に関遮してここでさらにもうひと■ . - . ，， ，
つの新しい仮定を追加しなければならない6 それは，各期の実質消費関数ホないし本が各期の需要:

。5〉
}?!：のないし £>に関して「同次J (homogeneous)であるという仮定である。W葉の節約ため {<ご,効

if]関数かが(I9)のように書け,しかも実質消費関数0 およびf が洞次性も>充たすとき, u は「同次的
， (16)

に分離可能で.あるJ (homogeneously separable)，.ということにしよう。..この同次的分離可能性の,被定は,. 
各期の消費財の間の無差別空問で定義されるユンゲル曲線が原点から発する直線になるこふを意味

している。つまり，劣等財の事契はもちろん,'個々の財について需要の所得弾力性に差異があると. • ... ■ ' ■ '
いう経驗的観察をも否定するわけである。をの意味でとの振定はたしかに制約的である。 しかし，

家針の享受する暇が各期の消費財めひと '0 として考慮されているため, 余暇の>享受量を一定とキ

注(化） 閲数R め 力’、すべてのダとiEの樊数れこぅい!: / ( めをたすとき，それはた次の同次ガ'あるといわれる‘.
(16)この概念はゴーマン(1959〉によって填入されたものである， .

*-*• 36 (»?55) }
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直観的に把握したものにすぎない。すこまたま選ばれた値が唯一絶対■のものであるV、われはまったく 

ないといってよい。あるォ，斤の値の下で上記のような矛盾が生じた場合，合理的な家計であれば 

おそらくはじめr 想定したそれらの値を修正してすべての計画をやり直すであろう。こうした試行 

錯譲の過程は, 理想的には2 つの段階で定まる各期の実質消費の値が完全に-致するまで続けられ 

なければならない。をの結果, 内部矛盾を合まない消費t十® が実現されるならば, そめとき2 段階 

効用最ネ化の方法は r斉合的J 'であるといわれ, またそれをこ対応する72：, の値は「適正物価水準J 
と呼ばれる。われわれの次の課題は，適正物価水準とその下で行われる斉合的な2 段階効用最大化、 

の方法がどりような特徵をもづかを調べるととである。
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クロとクロの経済 ' 理論

る場合にくらぺると余暇との代替性や補完性の強弱による請財の需要の所得弾力性の大小は軽微で 

あろう。また, 飢鍾とか戦後の欠乏時代のような異常な事態を別レこすれぱ，砂糖に対するサッ力リ, (17)
シや米に対するふすまのような粗悪な代替品が用いられるチャンスはおそらく僅少であるう。この 

ように考えれば，効用開数の同次的分離可能性という仮定は制約的であっても決して禁止的ヤはな 

'いように思われる。

以上で準備がはは*完了したので, いよいよ本節め課題と取上げることにしよう。次め補助介題は 

その業の基本となるものでもるぃ  

辅助▲題 . 代表的家計の効用閲敦が同次的に分離可能であるものとしよう。このとぎ, 2 段階 

効用最大化の方法が斉合的で、あれば ：

(27) ヒ （ズ= 1 , ' ..‘，？1) ; -
: , . - . . .，....：，. . . ' . . . . ' ; , . . ; -

( 2 8 ) を ニ け ニ  1 , : ‘‘，n ) ,
i r i ,
I ' . . ■ '

とV、う関停が成なする。つまり,‘ 各期0 適正物価水準は期内の個別{[Bi格ど実質消費関数の微係数と

の比率に等L  くなければならな、。逆もまた真である。 ■ ■
証明仮走によって実質消費関数^^,ホはそれあ}^ A ガに関しで同次やある。 ととろで、,すべ

ての同次fel数は単調変換を施f ことによって1 次同次幽数tこすることができる。い ま ん f をしか

，るぺく単詢変換し••dも, 家計の選好体系のバロメータ-•としての効用関数乂の性質はネこしもそこ

なわれないので，一▲般性を失うことなく， (!>,をぉくともに 1 次同次であるものと仮楚しよう。そう ,
すると，（5 ), (9 ) , (2 5 ), (26)によって .

，ネ= i/z C ^ '+ (1 + 0 ；?うめ .'
を得る。 2 段階効用最大化が奔合的に行われる場合/ 第 1 段階や決められる成ホめ値は第2 段階 

でのそれらめ最大値に一致するか-ら，上記のP 係を（2 0 ), (2 1 )に代入し， (25), (26) を用いて//を 

消去すれば，（2 7 ), (2 8 )が導かれる。，逆は明らかであろう。 （証了）

これによりただちに4 つの重要な命題が得られる。’ 1 つは斉合的な2 段階效用最大化と同時的効

用最大化の同等性を確立するものやあり; , 他の 3 つは適正物価水準め基本的性質を明らかにするも
. , ' ... ■ . . ，.， ，.- / ■-
のである。まず前者から息ていこう。 • ■
命題 1 効用関数化が同次的に分離可能であるものと'しよう。 2 段階効用最大化の方法が奔合がJ

注( I ? ) 仙方, 中級品に対して高級な代撒5?，が用いぢれるチャンスは無視力きないかもしれない。しかし，どもらにしても， 

家計が卑ーの自めのために下級品, 4 # . R i ,上級品を併用せず,所得なし、し好みに応じてそのうちのひとりだけを需要 

すると考えることができるかぎり，劣等財が生じる可能他は微々た今ものになる。 ’
( 1 8 ) たとえぱキャツチ-̂  (1970：), 76ページ參照。 •• • ‘ .
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であれぱ，それは同時的効用最大化の方法と同一^の消費計画に導く。逆もまた真であネ-
証 明 補 助 ♦題にょって（2 7 ), (2 8 )がなりたつととがわかっている.。（22), (2 3 )にこれらを代入_ 

すると . ■
"Iも= か, ( t = l ,  •••, 7l) ；

"2も ニ ぶ " ニ 1 , ‘. .，n) -'： '
■ * ■

のょうになる。効用関数が分離可能であるという現在の想定の下では , ，この両式と(24) は同時的’ 
効用最大化の条件(13), (14), ( 1 5 )と同等.で り ，共通の予算制約条件(5 ), (9) と連立することにょ

り後者と同一*の解を与える。逆をSE明するには，この插論を反対方向にたどればょい。 ( I H t )
■ • ■ ■ , ■ ■ .

別のコンチクス卜で別め手法により，同様の結果がゴーマン（19M a) K：よっても導かれているこ 

とを住記しておこう。この命題は，代表的家計が適正物做水準を見出し得るかぎり,‘ 2 段階効用最

大化の方法が最適消費計画を可能にすることを示している。そこで,，適正物価水準の概念に目を騎:• . . . .
じ, : それがどのょうな特徽をもっているかを確かめ't ：おくことが必襄であ、る。

命題 2 効用閑数1^が同次的に分離可能である:ものとしょう。こ，のとき,各期の適正物価水準は 

その期の消費財価格のみの1 次同次関数と考えることができる。，: '
証明適正物価水準は斉合的な 2 段階効用最大化と结かつl 、i こ概念ヤある。したがって，補助命

題からそれは(2 7 ), (2 8 )の関係を充ナこすものでなけれぱならない。それゆえ，これら両式の右辺の'' • ' ■' - . . .

分母為，もがそれぞれ？?, ;P のみのゼロ次同次関数であれば命題が成立する。仮定にょって , 実質: 
消 費 関 数 も か 1 次同次と考えることができるから，（2 5 ), (26) より 

• ん'(1, D ilP i ,  .，，，D j D i )
0 , ( 1 ,  D J D ,  

ん(1,D ，ID,

D J D 、)
Pi

Vi
(i =  2, …，め

(i =  2. •••, n)
<P^a, D . l D u  - D j D , )

を得る。これより，今期 (来期) の侧格比率 :̂ 5ゴり1(あ./梦1 )が与えられると今期(来期）の需要量比率A / '  
M D j D r ) が決定し， の値も決まるであろう。つまり，^ S i ) は ??(^)のみのゼロ次同次関) 
数である。 ‘ メ . , (SET)

各期の適正物価水準が，その期の消費財価格のみに依存し，他の期の諸物価や所得, 初湖，産の状 

摩から独立でるこそしてその期の消費財価格が一斉に 2 倍 （2 分の1 〉になれば，それもまた 

2 倍 ( 2 分の1 ) なることが知られたゎけでぁる。この性質は, ぁらゅる物価水準の指標にっぃて最: 
も基本的なものと考えられる。適正物価水準のもうひとつの特徴は, / それが個別価格T h ないし % 
の変化によってどのような影響を受けるかを考察することによって得られる。この点を明らかにす 

るすこめに，サーカムクレックス（八） r よって各変数の微小变化率を表わすととをこわよう。たと 

えぱ i ニ(k/TTであも。また，今期および来期の総消费額に古める第4 財のシ01プをそれぞれO uみ
とfiをこう
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ミ ク ロ と 々 ク ，ロ の 経 済 理 1^ I

命題 3 効用関数なが同次的に分離可能でるものとしよう。このとき， 2 段階効用最大化のガ 

法が斉合的であれば

(29) 允二 2 ] り>-仇-；

(30) H e  S i

という関係が成立する。つまり，各期の適正物価水準の変化率はその期の消費財価格の加重平均で 

ある。なお加重平均のウェイトは総消費額に古める各t o のシCCアによって与えられる。

IEM ■冗, n が適正物価水準でれぱ，補助☆題により（27), (28)、を充たすはずである。そこや，

も が 1 次同次であるもめと，してとの两式を運用すれぱ \ '，
, , : ' ，...， ' -，,. ■ ： ■ . . . .

. . 冗ニ^ . . .....' ハ . . . . . .  . . . .
園 ：. •，- : 冗 ： 0  ‘.， . ，■-■.. • ■ . . .. •

71 ニ
W

を

を導くことができる。つまり,各期の適正物価水準はその期の総消費額を実質消費で険した値であ 

る。この雨式を全微分し, ふた7■こび(27) ,  ( 28 )を考慮して盤理すれば，（2 9 ), (3 0 )が得られよう。

■ ‘ （諷了)
続稿で市場の逝論を取上げるとき，この命題は重要な役割をはたすことになる。しかし,それは 

まだ先の話である。周知のように，物伽}指数のラスパイレス算式は基準時点の需要量とウェイトと 

して物価の変動を測定しようとするもの!である。家計の効用関数が同次的に分離可能で，価格の変 

動が微小であるような場合, (27) ,  (2めの関係ほラスパイレス算式の考え方と一致する。その意味 

で, この金題は物価指数論の基本問題にひとつの新しい光明を投じるもののように思われる。現在 

の問題との関速でいえば, ' 家計め支出構成が安定している々、ぎりん適正物価水準の推定がそれはど 

困難では: いという示唆が重要である。この点は，効用関数が一層特殊な構造をもっている場合に

注目すれぱさらに明確になるであろう。 、 ‘ '■ ' - ■ . • ' ' 、
命題4 効用関数ねが同次的に分離可能やあらて, 実質消費関数ん0 がコプ= ダグラス型

'ト m v ぃ ( O 'め' 1 , S り产1 [ ;
ノ’ - . . . 、. - ... ....'

2 < ? ‘ニ1)
ド 1. ' . .

であるものとしよう。このとき，適正物価水準もコプニダグラス盤の関数であり，

( 3 1 ) 7T ニ a m タ ー * ；

(32) 斤ニ（n か ) - m 免" ’ ，. .  . . . ぃ. .， 、

という形をとる。 . • ■‘ー.
誕 明 ’ 今期の適正物f i 水準を取上げよう。補助命題によってそれは（27) め関係を充ナこす。 した

.，
H H R H h o t i m a
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がって， . . .  ■ . . ‘ • ■

n j)/* -n (7 r 0 ,r * -7 r n 9 5 ^
と、書くことができる。実質消費関数メがコプニダグラス型であることから 

も〒め(：̂ y  (《ニ1 , ，‘，め '• •
を'得る。そ れ ゆ え . ‘ . '

I W ギニ n  が T [(去 y ‘ニ I W  ‘

，.園

と書け，前に導いたホとあわせて(31 )のようr -なる。同様にして(3めも導力、れる。 （i r r )  
この場合，家計はあらかじめ各財の支出シズアされ認識していれぱ, (31) ,  (3 2 )に t ナこがっモ各 

期の個別価格から適正物価水準を算定し，容易に斉合的な2 段階効)i 最大化を実現し得るであろう。

命屑 1 によゥで，それは同時的効用最大化を行う場合と同じ最適消費計画導くものセあ( I f。ますこ,
； ；

物価指数論の観点からすると，（3 1 ) , ( 3 2 )はひとつの新I A 、算式を提示している点で興味海いもの

がある。それが導かれるナこめの条件はきわめて厳しいが, 他の多くの算式と違"^て^^似式ゃな < 理
(20)

論式であり，明確な経済的意味をもっていることは強調に値するであろう。 しかし，物倾指数論は

本稿の主題ではないので，たち入って論じることはさし控えよう

5 需 要 理 論 の 2 分 法

2-段階効用最大化の方法につぃて詳しく論じてきナこが，われわれの究極の関心はその理論的弁護 

にもるのではなぃ。むしろこれま; の分析を手がかりとして，需要趣論， とりわけ•その比較静学の

2 分法の可能性を明らかにすることにあるりである。前節で確立した命題1 によって，身合的な2
■ ' ' ' , - .  . . . . ，，

段階効用最大化と同時的効用最大化の商方法はまったく同一の結果をもナこらすことが知られてぃる。

っまり，実際の家計が同時的効用最大化の方法を捧択してぃるとしても, あた力4 斉合的;ぶ2 段階- . . .  ' . .  . ，.■ ■ ,
効用最大化の方法をとってぃるものと見なしてそめ行動を説明することができる◊ 通常の需耍理論

では , 家計が同啤的効用最大化に従事してぃるとぃう想定の下で趣々の分析を展開しているが，，そ
. ' ' ... '. ' .

め手法を本稿のような2 期モデルに単純に適用することは理論内容をぃたずらに煩雑にするのみで 

賢明な策とはぃえなぃ。そこに斉合的な2 段晴効用最大化とぃう仮説の重要な役割がある。處搏で 

あれ現実であれ, と( 6仮説は需耍理論を2 つの部分に分離することによっズ,その把握をいちじる

注(19)命題4は，家計の効用最大イ匕の問題に対してH i の双対問題力•箱在することを示唆している。をれは，適正物価水準 

と各期の消費財需要ilkを所与として, ま評の消数支出を最小にするように個別伽格を決走する間题である。効用最大化 
のflfMに解があるとすれぱj この双対問題にも解が無けれぱならず，それぞれの目的関数め極値は,他の間题の制約条 
件と密接に結びついた消費支出ないし樊質消費の値に等しいはずである。

(20)この結果は，プリジシュ（I936)によゥて論じられた物価街数論へのr関数的アプロ一チj の延長線上にあるものであ
る, 園 、 .. ‘ ' ,
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とマクロの経済理输

;しく容易にするという機能をはたすのである。

この場合, 需要理論の2 分法は家許の消費計画が2 つの段階を経て形成されるという観察からご 

く g 然に導かれる。それは，第 1 段階の効用最大化行動と第2 段階のそれを分析上切離して别★に 

.研究しょうという構想である。需要理論の第1 部では，第 1 段階の外生変数と内生変数との対応関 

係が生要な究対をとなる。すなわち，適E 物価水準， 貧利子率，家計り所得や初朋資産，

性選好などめ変化が各期の実質消費や貸付資金(ひい' t は貯蓄）とその後券, 貧幣へめ配分に;どのょ 

うに影響をあぼすかという間題がそこでの中心的な関心事でもる。このとき, 客期の？I糖類の消費 

財はまだ明別ざれず，実質消費という集-計概念に統合された状態にある。その意味で，この研究領 

域は家計行動の '■マグロ理論J とI f ぶべき性質のものである。これに対して, 需孽理論の第？部は, 
家H:の効用最大if匕行動の第2 段階におけも外生変数と内生变数との対応開係を取上げる。すなおち, 
各期の消費財価格ギ消費支出額の変化が個々め財への需要にどのょうに作用すをかという問題がそ 

め拼梵觀鹿で^>る。いうまでもなく，これは懷^^的,教科書的な需耍迪論が取上げてきた研究分賺 

であって, 家計行動の r ミクロ理論」として一括することができる。 ‘
このょうに, われわれの需要越論の2 分法は家i十行動のマクロ理論とミクロ理論の分離をもたら 

すものである。ここで，「ミクロ」と 「マクロJ り区別は財が集計されていをか個別的に考慮され 

ているかを姨準と，してたてられている。この規準は，趣論の文ホ'象が総体経済ではなく個別家計であ 

るという点を除けぱ，おネちく伝統的な’「ミクロJ , 「マクロJ の用法に-"政するものと♦えられる。 

今までの用法では，単に財が參許されているかどうかだけ•でなく, M 究対象が総体経済か個別主体 

かもしぱしぱ南者め区別の規準として用いられているょうだが, そめ立場は'一^貫していないこと 

住意しょう。たとえば市場均i f の理論は通常ミクロ経済'学の重要なトピッ，ク义と目されX いるが, 
その研究対象は個则主体ではなく総体経済である。また,/'マクロ経済学で論じられる消費関数の概 

念ぼ総体経済に関するもののょうに装われているが, その実,主ケして個ぢ家評への省察に立脚し 

ていることを見逃すべきではない。ネ稿でほ, 今後とも貫して財の集計の有無だけを「ミクロJ 
と 「マクP J の分類媒準とするが, そめ力が従来の暖味摸糊と,した立場ょりもはるかに明快かつ合 

理的に経済理論の諸成果を整理できるょうに思われる。

a 葉の問® はきでおき，この辺で需要理論の2 分法の内容に目を転じるべきで、あろう。すでに述 

ぺたととろから明ちかなょうに，’家 If*行動のミクロ理論とマクロ理論はそ;}■̂：ぞれ第1 段階，第 ？ 

'階の効用最大イ匕行動の比較静学的研究として展開されることになる。以下,との両者について順次 

:注 釈 を と こ ろ み る こ と に し よ う ■ 
まず*^ク巧の比較静学を見ょう。計聘の第1 段階で，われわれの代表的家計は前掲の（20 ) , (21) 

という予算制約条件の下でその効庫関数" を最大にするように行観!すると考えられズいる力';，そこ 

にひ ‘とつの問題点が伏往する。今期の予算制約条件(20)1
—  4 1 ( 5 4 5 ) —
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TT̂  ̂+  jP 二-^+  1F 

は当然のことながら初期資産の値 .
Tr =  6 Q + M

に依存している。家計にとって，債券および肖幣の初期ストックQ , M は所与である力‘、，初期資産 

の値かは今期の債券価格ろが変れぱそれに応じて變化する。この事実は，適正物価水準7T ,斤を一‘ ' 
定として，実質ネIJ子率デの襄化が第1 段階e )消費計画に及ぼす影響を検討する際に厄介な問,題をひ 

き起す。それは，実質利子率と今期の債券価格との間には前掲め定義的関係(10)
+  ' b

力';あるからである。ここで, 兩者の関係は決して-^義6^対応ではなく , 来期の予想債券価格石と今
■ ',  ̂ ■ .，，. - ， ■ r

期から来期へかけての債券利子f tにも依存していることに注意する必要がある。つま:り，予想懷券\ .- い

価格や債券利子が不変であれば，実質利子率の変化ほたしかに債券価格の変イヒを意味する。 しかし 

前 2:者が相殺的に変化する場合には実質利子率の変化ほ債券価格の変化€ つながらないのである。, 
簡単のために予想債券価格が一定であるものとしよう。このとき,実質利子率の变化が今期債 

券価格と債!^利子のどちらの'ま化を意味するかはもちろん債券の発行形式によって異なる。実質利: 
子率の決定要因にこのように自由度があるごとによって，広義の債券は次の2 つの型に分れるであ. 
ろう。：すなわち* あ'る外的なフォーミュラr よって債券利子をあちかじめ決めておくタイプのもの 

と，同様に債券価格をあらかじめ決めておくタイプのものである。前者はいわゆる「確定利付僮券J 
であって, 通常の社債や公債がその代表例である。後者はさらに2 つの小範晴に!？分される。それ. 
らのうち，より単純なのはr確定価格債券J とでも呼ぶぺきも0 であり，通常の貸付や定期預金が. 
これに含まれる。もうひとつの小範畴はr物価スライド債券J であり，何らかの救;価水準の指標に. 
債券価格を連動させるものである。今後インデクセーション（資産価値あ正) の慣行が普3 1  すれば， 

この種の債券の重耍性も高まるであろう0 ,
さて，確定価格債券や物価スライド債券の場合，実質利子率の変化は一定の債券価格の下で債券: 

利子が変化することによってもたらされる6 このとき,家計の初期資産の価値はまっナこく不変にと 

どまると考えてよいであろう。これに対して, 確定利付債券の場合,ま質利子率の変化は镜拳価格 

の変化によってのみ可能であり，上述のように初期資産の価値はこれにともなって必然的に変イ匕す 

る。. こ うした資産効果を生じさせるため,それが家計の消費計画に及ぼす影響は確定価格傳券や物 

価スライド債券の場合よりもその分だけ複雑になるといえよう。以下で実質利子率の変化の効果を 

研究する際, この相違を念頭におくことが必要である6 ただし,本稿では分析の過度の厳綜を避け 

'るため，主として取扱いの傭取な確定価格債券ないし物網スライド債券の場合に考察智限定し，か 

なりの樊際的觉耍性をもつ確定利付債券の場合についてはi t 較の対象として言及するにとどめるで 

あろう。 .. ....-  ̂ '
~~~~ 42 (344) —~~-
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ミ ク ロ と マ ク 口 の 経 済 理 論 1

家計行勘のマグロ理i r でほ, 実質利子率の変化だけでなく，各期の適正物価水準，家計の所得や 

初期資産，流動性選好などの変化の効果分析が行われる。ここで,ざらに若干の注釈が必要と思わ 

れるのは適IE物価水準の変化と流動性選好の変化という慨念が何を意味するかということで'あろう。

p2

y  px

.第 1 図

前者から取り上げよう。前節で'明ちかにしように,各期の適正物価水準はその期の消費財価格だ 

けの 1 次同次開数である。 したがマて，適正物価水準の变化は樊は個別価格の’変'化によっても7■こら 
される。 しかし, 個別価格が変化すれぱ必ず適正物価水準が変化するとはかぎらない。物価水準を 

一定Vこ保つような諸価格の変胁もあり'得るからである。この点.は，" ニ2 の場合について今期の消費 

財価格と適正物価水準の開係を示した第1 図をこよって明確に見ることができる。 図中で t t V 冗、と 

記した 2 つの曲線はそれぞれ一定の物価水準に如おす’る 2 財の価格の組合せがぃV2).の軌跡,すな 

わち，r等物価曲線J (iso-priceleみel'ciirves)，'，である。’.したかって，曲線 77。上のA 点からB 点への移動 

.は適正物価水準に何ら影響を及ほ’さない。 しかしより上位の曲線 7T• 上のC 点への移勘はその上 

昇をもたらす。このように，適正物価水準の変化は，家計が当面する消費財価格の組合せがある等 

物価曲線から他のそれへ移動することにはかならない。

次に流動性選好の変化の意味であるが，一定の実質利子率の下で，贷付資金額のうち債券の購入 

にあてられる割合《が上昇 (下落）するとき，家計の流動性選好は減少(増大）するといわれる。極端 

なケースとしてただちに念厥に浮ぶめは， « •が上限の1 まで上昇しだ:り下限のゼロまで下落したり 

する場合である。前者の場合，所与の利子率の下で、流動性選好が完全に消滅し，家計はすべての貸 

付資金を填券の形で保有するととになる◊おらゆる，実質'利子率についてとうした状態が生じると考

— ぬ (345) —
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えるのが古典学派流のリスクからま由な货將ヴュ一ル観(6世界である。後者の思合，所与の利チ率 

の下で債券需要が完全に消減し，家計はすべてわ貸付資金を貨幣の形で振有するであろう。これは 

ケイシズI I流の： 動性の萬J (liquidity t r a p )の事態に対応するものと考えられる)。

以上でマクの比較静学のため準備的考察がはぽ整ったが,その具体的内容は次節で詳しく取上 

げるととにしよう。ここで、は， ミクロの比較静学について若干付言して節を終えることにしよう。 

n s 1 段階の効用最大化の結果，各期の実質消費と貸付資金が決まり,したがって各期の消費支出額 

が定まると，第 2:段陪で代表的家計は前掲の(5)なぃし(9)という予算制約条件の下で各期の実質消費

は1数★ないしを最大 jCするように行動するであろう。こうした状況は，従来の需要理論によって. . ■ • .
すでに完膚なきまで?^こ究明し尽されており，本稿でこと新しくつけ加えるべき分;^上の論点は見当 

らなぃように思われる。強ぃていえば，実質消費関数が同次性を充たすという前提によって各期9  
消数財需要の支出額弾力性がすべて1 に等しいという指摘が導かれる'ことくらいだが,これも当り 

前のことであるう。 . ‘
ただしこの場合にきわめて特徴的なのは，各期の消費支出如とならんで契質消費が前段階に同 

時決定さ'れてしまっていることである。このことは注目すべき|^ 釈上ふ論点を示唆している。ニう 

した状況の下では# 期の消費財価格の変化によって生じるのはいわゆる「代替効果」（sulMitution
e f f e c t )だけだからである。 われわれの家計行動のミクロ理論には価格変化の「所得ガJ果J (income 

■ (22) , 
e ffe c t)がまったく登場しないのである。そめ結果,個別消費財の需要曲線は必然的に右下りに な り，

需要法則にしたがう。 それはフリードマンひ949) によって解釈された意味での「マーシャルの養要.
fifl線」 (Marshallian'<iemand c u r v e )と完全に一致する概念である。マ一シャルは需要曲線の導出にあ

すこって. , - 他の与件とともに一定の「貨幣所得J と一定の r貨附購賀カJ (constant purchasing power of
■«ioney)という前提を重视している。ここで「貨幣所得」の代りに •'今期の消費ま出額j , 一  定の

*■貨幣購買力J の代りに*■一定め実質消費J , という語をあてはめてみると, マーシャルの窗耍曲線

とわれわれのミクロの比較静学から導かれる需要曲線との同一性は明らかでもろう。フリードマン

が正しく指摘しすこように，ブ一シャルの需要理論では,貨傲購買力一定という仮定が貨將理論と実

物理論を分離するためだけでなく綜合するための工夫として重用されてい( U 。' 需要理論の2 分法の

身；SiHE明が'こ.こに得られたわけである。

注 ( 2 1 ) ケインズ自がこうしたSjf態を撒®視していたという誰拠はどとにもない。むしろ波は「今までのととろその例を知 

らないJ と述ぺているひケインズ(1936), 207ページ。

( 2 2 ) その意味でヒックス(1939)やサミュェルゾン(1947)によゥて流布されたスルツキイ流の需要理と^よ内容を與にし 

ていることは⑩調に値しよう》 . .  .
( 2 3 ) マ- ‘シャル(1920), 95ページ。 • ’
( 2 4 ) フリードマン（1953), 65〜68ぺ…ジ。

U (3 4 6 )



本稿の趣論装置の重要な狙ぃのひとつは, 家計行動のマクロ理論を確立することによっズ，'従来

不 透 明 な ダ ^ ルに包まれていた需要分析の基本的諸問題に解明の糸口を与えることである。たと

えぱ，刺子率の上昇が家計の蓄行動にどのような影響を及ぼすかという問題がもる。マーシャル、
(25)

の 「村人の家造りと森林の伐;採J の比喻が示すように，とれまで多くめ論者は，分析のためめ理論

的設定を十分明確にしないまま利子率の上昇が貯蓄を増やす可能性も減らす可能性ももるととを認‘

.めてきナごよ'うに思われる。また，，ケインズによって r常時の心理法則」 （normal psychological lavr)'
ビ27)

と呼ばれた限界消費性向の問題がある；限界消費性向がゼロと1 の間の値をとるという心理法則の

経済的解釈は何で、お)ろうか。ケインズま身もこの点を適切に説き明かしているとはいえす£い。さら

にまた, 初期資産の実質的増大が家計の室賞消費を刺戟し実質貯蓄の減少を招くという「ピグー効’
果y め問M がある6 マクb 経済学で基本的な重要性をもつこのをゾJ果にしても， ビグ自身の所説も .

(28)
合めて従来の取扱いは理論的にかがらずしも十分ではない。" 以下, 前節で準備的考察を加えた'^グ 

ロのJ：匕較静学を実擦に展開し，.これらの問題の再論をこころみるととにしよう。

われわれの代表的家計が斉合的な2 段階効用最大化にたずさわっでいるものと考え, その第1 段. 
階に•注 @ しよう。そこでの最大化の条件(2め〜 (24) からざを消去すると， .

(33) "i ニ dn ' /
(34) *̂ 2 ニパ 斤:

を得る。他方,予算制約条件(20), (21)からF を消去すれば

(35) Tc<p'\-(1 + <XT̂  \斤を ニ C^+.TF) +  (14* oif̂  -

という1 本の式になも。これは, 今期および来期の総支出額のM在価値が初期資まの価値プラスキ 

期の貨幣所得プラス来!^の非利子所得の現在価値に等しくなければならないことを示している。

(3 3 )〜 (3 5 )を全微分して行*列形式で示すと• • ■' ....
. -Vii Oh2 冗

!：.
"21 t^22 (1  I びり tC

7T i\^-ar)~'^7t 0

(36)
/ # 、 'ミ，、

，# $2

/ 、，一 d入 / /

のようになる。‘, ただし, ^.-1, V i .は そ れ ぞ れ の も をに関する偏微係数を.表わしている。たと先• ' . . ■ .，’.-、 •• - ■ ■ ■ -,
ぱ . ' - , ,
注( 2 5 ) .マーシャル(1920) 234~235ページ。 . ’

(26) ナことえばケイシズひ936) 95ぺてジ• . ヒックスひ939) 232~ 咖ページなど，

(27) ケ>1* ンズ(1936 )114ページ。 - ン

^ 2 8 ) ピグ—（1943,'1947) , パチィシキン(1948)などV:，.なお，. '、バラ.一’(1941)にも同様の考免が見られる《

. . ‘ 45 (547) "
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6 貯 蓄 行 励 の 経 済 分 析 —— 々クロ理論の展開-
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■̂11 W  ' Vn-
d^v

d m
のようでもる。また

ミ'ニ ddn ‘, .
ふ ニ（1 +  びデ）一GMi*?'—Vgc? (fW.，)〕，'；

らニ（(?<̂ +  £?1の .+ (1+Cn’)..:l.cj玄/ — が JT+ (l+OT) _1〔_?^(«?，）一か/?〕

である。まず，他の条件をすべてニ1定として，今期の所得Z の变化が各期の実質消費ホ’ f に及ぽ 

す効鬼を见ることにしよう。それにはタ以外の外生变数の微分をすべてゼロとおいて（36)を解けば 

よい。そうすると •

ん1 - J  C (1 + a r)  ~ 2—7tv22^#  
d Z  '
d<p

~ d̂Z~'

J  ~
^32

丁 - :お ( 1 + a クぅ 1をyu 一 Try^O

.という紹果を得る。た だ し J は (3 6 )の左辺の係数行列式. , は j の （もゴ) 元素の杂因子である6 
J を展DHすれぱ 'i

(39) ^ = 2 ( l+ m * )  ~V^Vi2— C(l+a?*) '
となる力;，効用関数セ(^5,め力 ';狭義の.擬 iH]性を充たすという定によって j は正の値をとる。各期 

の* 消費がいわゆる「劣等財J でなけれぱ，今期の所得の増大とともに今期および来期の実質消 

供は墙大するといえるが, とれは同義反復にすぎない。そのための充分条件は,たとえぱ両期の実 

質 消 限 界 効 用 が 適 減 し （" " < 0 ) ,たがいにバレートの意妹で補完的ないじ独立0；む•さ0,
であることである。ところで，（16), (2 0 )から、

(40) S - - Z —n^  '.. . J
と兽けるので，（3 7 ), . (39)を参照すれぱ .

d S
マ { ( 1  H - « T ) - l/T 斤" 12 — 〔(1  +  - 1め  2ル l}.

当然ながら, 各翦の実質消費が劣等財でない場合, 限界貯菩性向,‘ひいては

，、サり d Z
を導くことがやきる，

.限界 it'ぱ■H生向は0 と 1 の間の値をとらなけれぱならない。これ;̂ ';ケインズの心理法貝IJの経済的’解釈 

である。 . ■
次に利子率のglM匕の効振を調べよう。前節で論じすこように，樊質利子率の変化が債券利子ないし 

予想そ券細格の変励によってもたちされる場合と♦期の債券価格の変動によってもy•こらされる場合 

とでは，その厥響が異なってくる。ここでは確定価格債券ないし物価スライド債爱を想まし前者 

の場合を考える。ft；r 以外のすべての変数の微分をゼロとおいて(3 6 )をおき，（3 7 ), (38)を用いれぱ

(42) d (ar ) :ま
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クロとマクロの経済理論，

(43)
difitr') 一. d(per) 

のようになる。ただし，

一 袖

+  (1 +OT) ~^F ̂ #  
d Z

difitr)

J d 4

マ〔( 1 + びゲ) —V 斤<̂2〕

d iu r )  -  7 *〔( 1 + « め、 2ぬ
でもる。（4 2 ), (4 3 )の右辺第1 項は家計の所 f̂ r 補整的変化が施されたのちの代替効果を表わして，，. ，- -  '
おり，前者では負の値，後者やは正の値をとる。これに対して，第 2 項はいうまでもなく所得効果 

を示すものである。実質利子率の変化は来期の実質消費の「価格丄の変化をもたらすため，このよ 

うに代替効果と所得効果の双方が每じるわけである。本稿では，代表的家計の貧付資金F は正の値

であるものとしている。劣等財が存在しなければ，実M利子率变化の代替効果と# r得効果は,来期• . - '  -.
の実質消費にパいてはともに同方向に作用し，今期の実質消費についてはたがいに逆方向にはたら 

く。 したがって，実質利子率が上昇すると来期の実質消費は確実に増大するが，今期の室質消費め. 
帰趨は確定しない。 付資金が貪の値である場合には, 来期の実貧消費の帰趨が確定せず，今期の 

実質消費は確実に減少するであろう。 . 
i とろ't v  (40)によって 、

. . . . d S  _ _  d<f>
' ( . d { a r) 冗 d  (ar)

とV、う関係がなりたつので，実質利子率の上昇が家計の貯蓄に及ぼす効果は今期の実ぎ所得への効 

果と逆符号をとることがわかる。その代替効果はつねにプラスであるが, 貸付資金が正のf直であゥ 

て今期の実賞消費が劣等財でないかぎり，その所得効果は'^ イナスである。.商者の綜合効果と一般 

.をと德定することはできない。ただ，当初の貸付資全が少額であればある程代替効采が支配的となる 

蓋然性が商ぃとだけぃぇるでぁろぅ。 (4 2 )〜 (4 4 )から,家計の流動性選好の増大が実質利子率の上 

昇と同様の効果をもつことも知られよう。 ，

ま賀利子率の上昇の効果は; 歩的な因解によっても分析することが可能である。第 2 図は両期の 

実質消費の間の無差別曲線図である。簡単のためにn = 7 i = l とすれぱ，.家計の予算線ほ（1 + びデ） 

の勾配をもち, . 今期の実質消費を測った横軸上で〔れ W + ( l + , デ) - 1ク〕の截片をもつ直線として 

表わされる。はじめ / という実質利子率の下で，家許の予算線がA B のよケであったものとしよ 

う。A B 上のF 点は貧付資金がゼロめ状態にダぜ応している。すなわち, その横座極は(ルトであ 

り，縦座標は※ である》予算線A B と無差別曲線がとの接点E が家計の均衡消費点である。

注( 2 9 ) 代替効果はピグー(1947)<pl、う将来の所得のための貯蓄動機にかかわるものであり，.所得効梁は「蓄積された富の保 

有にともなう威信，安心などの快感J のための11̂蓄動機にかかわ今もので、もる, 利子率め变化の代转効果と所効あ,は 

‘ヒジクス(1939Hこよっても論じられたが，ペイリー（195のめ分析が最も包括的であろう.
. -— 4 7 (5 4 ^ ) ——
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上でE 点はF 点よりも左上方に位置しており，家計の貸付資金が正の値であることを示している。

. ,
ここで，実質利子率が广からr i へ上昇したとすると，家計の予算線はA B か ら A ' B 'に恋化する。 

新しい予算線A ^ B 'は A B よりもきつい勾配になるが，A B と同様貸付資金ゼロの点i n を適って引

をロIき，その接点をE " としよう。そうすると，お点から E ' 点への均衡点ヴ移動は, E 点から 

5 / ' 点への移動とE " 点からE ’ 点への移動という2 つの部分にわけて考えることができる。前者 

が代替効果すあり, ，後者が所得効果である。，こ:の場合，代替効果は今期の室質消費を抑制し来期の

それを高めるが, 所得効果は両者をともに高めていることが読みとられよう。 •
• ' ’ ‘ . -..， . . .

以上の分折は確定価格債券な'いし物価スライド債券に関するものである。•確定利付債券の場合， 

t 夾贸利子率の上界は今期の債き価格の下落を通じて家計の初期資産の価値の低下をもたらすであろ 

う。この付加的な効粟が利子率上昇にともなう所得効果を減殺する分だけ■,貯蓄の増大を誘発する 

可能性が大になることに■注意をうながしておこう。

/ 最後に，初朋資摩:の実質的変化がぎ計の実質消費や庚質貯蓄にどのように作用するかというピグ 

一効衆の問題を取上げよう。この場合， 適正物価水準7T,ほが一定のとき初期資産が変化する 

ケースと，逆に初期資産が一定のとき適正物価水準が变化するケースが考えれる。この2 つのケ/ ■ ; ：

ースの効果ゆ,物価のす想が静態的0=^めセ，今期の貨幣所得么を来期の非利子所得がS 正 

妆j価水準に比例して★化するかぎり一致するで:あるう。だから，そうした条件の下では,はじめの

— 48055り) —
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さて，本稿のモデルの若デの特徴についてふり返っておこう。家計は瑰在から将来にわたり2期 

のパ ー ス ぺ ク チ ィヴをもつと考えたが,この仮定には次のj：うな難点がちる。第1 に，なせ'2期と

して3期あるいは10期としないのかという疑問に答えることが困難である。象計のバースべクチィ•• • ' ■ ■, ' ' ' .‘
ヴをどれくらい.の長さにとるかは, 結局恣意的な判断によって決あるはかはないであろう。とはい 

え，実際の家計の行動を研免することによって，家計の単位計画期間が1 力月であるか1 年である 

かを確かめ，その上で赛計がどれくらい先まで見通しているかを推定することはできよう.。第义に， 

家計のパースぺクティゥ*が何期であろうとそれが有限であるかぎり, いわiよ*世界の終末が予运され 

ているととに変りはない。本搞の想定に即していえぱ，家計は来々期以降0 と1 は^*^も考えないわ 

けであるから，来期末にはすべての資産を消尽してしまうように行動するであろう。こうしたI f 画 

愈度はあり得ないことゆないとしても,いちじるし  <：特興なものとい冬よう。この難点を回避する 

途としてしぱしば考えられるものに，. 家計が将来無眼の湖間について計画をたてるという仮定と，

~一一 . . . . . . . …. , : か -..:......，…マ...'...y：：. . . . . . .スト....， ：：.'■： •
注( 3 0 ) とのような事態は統稿で市場の理論を収上げる除に道要となるで灰>ろう。.

7 む す び

ミクロとマク F*の経済理靜 I

グースだけを考察すれば十分である。"-定の物価水準の下での初期資まの増大が家評の実質消費に 

及ぼす効果は, 明らかに今期の貨幣所得の増大の効果と同一 で̂ある。すなわち， ’

( 4 5 )嚴 ニ 替 レ

(46)
= #(IW

と書くことができる。 しかし，. 商者が貯蓄に及ぱす効果はまづたく與なっている。 実際, ( 40) »
.， • ■,■ •

(が)によって：

(4?) W  ニ ー 冗 ニ ' ^ し1 ゾ  ， *
という関係が傳られることから, 限界貯蓄性向が0 と1 9 間の値のとき，初期資産の増大は貯蓄の 

減少をもたらすと結論することができる9 ピダー効果は限界消費ゲよ向にマイナス1 を乗じた値,す 

なわち限界貯蓄性向から1 を差弓Iい'̂こ値に等しいりである。これに対、して，今期の貨幣所得:や来期 

の亦利子所得が- - 定の、とき，第 2 のケー ;̂、の効果は当然はじめのケ' - スとは違ったものになる。物 

価の予想が静態的であれば，適正物倾水準の上昇は期および来期の実質消費を減少させるが，同

時に4^期の実質所得の低下をともなうであろう„ ピグー効果はをれだけ弱められることになる。今- - , . . . .  ■ • • ■ ，

期の適IE物価水準と来期のそれ力'、独立に変化する場合の効果も（3 6 )によって確めることができるが, 
これ以上このタクソノミーにたずさわるのは無用めわざであ>ろう6 •

49(352)
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ある時点まで有限の期間について計画をたて, それ以後については一定の「遣産J を残すという仮 

定がある。しかし，この両者ともそれ自体の間題があることを否 定̂できない。前者の場合，地球や 

人類が無限に存続するとは考えられなV、とと, また家f  l•が無限の将来まで予測する能力も意欲もも 

ち得ないことが障害となるでもろう。とれに対して，後者の場合, 家II‘の 「死期」をどとに定める 

力S また遣産の額をどのように決めるかについて恣意性を免れないことは明らかである。この点に 

ついて目をつむれぱ，遣塵の仮定を本稿のモデルに導入す，ることはきわめ‘て容易である。 しかし, 
それはわれ:^れめ分析結果を本質的に修正したり, 捕強したりするも‘のヤはないであろう。 結局の 

ところ，どの仮定をi ってもまったく無庇では済みそうもない。とにかくはっきりしているのは, 
家計の余命にもをの予想熊力にも限界がある力';,それが不確定の霧に包まれているということセあ 

る。そして，世界め末が訪れる確率は遠い将来となればなるほど高まるということであ;^これ 

ちの事実は，家計が将来の消費はど低く許f®すると（、う 「特間選好」 （time preference)の想定を正当 

化するものである。家計が一応無限のバースぺクチィヴをもつものとして，とうした意味での時間 

選好の態度が支配的なヶースを考えることには十分意味があるであろう。

次に, われわれの懷券と貨幣の取扱いについr も付言しておく必要があろう。家計は貸付資金額 

のある割合を債券の購入r f c て, 残りを貨幣の形で保有するものとし，債きの購入割合が利子率だ 

けの増加関数である 'と考えたが，これはある意味で消費財と金融資産との分離可能性をはじあから 

前提するものでもる。安 弁 (1944)；森 鳴 (1952), 根岸（1972) などのモデルは,家計の効用が消費財 

だけでなく， 貨僻や債券の実ま残高に依存すると仮定した上で,効用関数が消費と金融資産に関し
’ . ■ . 'ノ - -. ' .，， ■ ， ■■

て分離可能であるという制約を課している。われわれのあえてとらなかった立場である。金融資産
. ■ - '

の保有が家評の効用を高めるとすれば，その主たるM 由はそれによって将来消費財が入手可能にな 

るからである。本稿では，家計の効用関数がすでに現在のみならず将* の消蜜i を独立変数,として含 

んでいるので, 債券や貨幣の參質舉高をそ；! ;に追加する大半の理由は先取されてしまっている。そ 

れでもなお金融資産，とりわけ'貨幣に効用を認めるというのであれぶ,そうしたものを手許におく 

ことに純粋なよろこびを見出す守銭奴的人格を背後に想定しているか，さもなければ貨幣め取引や 

支払上の利便に重きをおく結果と考えられる。前者のような特異ヶースは論外として，後 見 解

にも問題がないわけではない。というのは, 取引動機やま払動機による貧嗽保有は，それが将来め
-■ ： ： - - , ' ■ ■ '

消費財に向けられたものであれぱ，すでに貧付資金の保有という形で考慮されて,いるし瑰在の消 

費財を念頭におくものであれば，本質的に時的な不均衡の現象にすぎないからである。あと，の場

合，現在め取引とそれにともなう支かが完了じた時点では，そのために、用意されテこ金融資産はすべ
. •：.  ̂ , ■.

て使い足されて家11‘の手許には残らないであろう。このように,して取引や-セ担̂のために.用いられた

:注( 3 1 ) 极岸(1972)は家計の効>|側数が現在および将来の消费ビ依存するだけでなく，現在保有すべき奨質残高にも依存する 

■ .ものとしている。
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ク t? とマ ク V iの 経资理論

廣券や貨幣は，結局他の家針や企業の宇にわたることになる</とりわけ貨幣ぱ家計から企業へとそ 

の所有主を変更し，後者の今期の収入となるはず:"Cある。ところで，われわれが債券や貸嫩を'消数 

財から分離して取上げたもうひとつの組いは，本稿の理論モデルと従来の資産選択の理論との間に 

一̂種の補完関係を創出することにおかれている。一定の資金を極々の危陳度の異なる資産に*^♦のよ 

うに配分するかというのが資産選択理输の問題設定である。これを拡張して，ま評め消費針画と資 

，産選択のきわめて複雜な同時決定モデルを構成することは容易だが,その分析は労多くして功すく

'ないものとなりそうでもる。 ： ‘
■ ■■ ' . . . 、 . . . ，

- ，. ... ■ . . . ，,，，. ， ■ ■， - , ' « - ■ • ■" ■
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